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イラン戦争の影響による物価高騰・資材不足を踏まえ 

区民の暮らしと事業者支援の抜本的拡充及び熊本地震救援を求める緊急要望書 

  

日頃より区民の暮らしと地域経済支援のため尽力され、熊本地震の発災に際して速やかな支援に

奮闘されていることに心から敬意を表します。 

 アメリカ・イスラエルによる無法なイラン攻撃は、7月 23日迄の 13日間連続での米軍によるイ

ラン攻撃が行われる事態に至っています。この中で、米軍幹部からは迎撃ミサイルの不足や爆撃効

果への限界について強い懸念が表明され、軍事面での行き詰まりが露呈しているものの、戦争を終

わらせる見通しは示せていません。 

この影響は、ナフサなどの原材料不足からエネルギー高騰や資材不足を招き、長引く物価高に苦

しむ中小事業者に追い打ちをかけており、イラン戦争の影響の長期化、複雑化は区内事業者の経営

や区民の暮らしに極めて重大な影響をもたらし、「コロナの時よりも経営が大変」との声が上がっ

ています。 

日本共産党文京区議団には６月区議会の終了後にも建設産業の関係者から「国はシンナー不足を

受け一斗缶(18㍑)を、問屋を介さず「アスクル」で購入できるようにしたものの価格は従来の３～

４千円から１万３千円程へと高騰しており、とても購入できない」「建設職人が短時間バイトアプ

リで食いつなぐ事態は引続き生じている」「建設資材は軒並み 40～60％値上がりしている」「電線

などの資材は 2～3倍に値上がりしている」「品薄感は薄れたが納品までには時間がかかる」などの

声が寄せられています。 

また、区内の医療・介護事業所からは酷暑の中で、訪問サービスに従事する職員が熱中症になり、

緊急受診を余儀なくされるなどの事態も生じ、高騰する医療資材節約のため、医療用手袋を節約し

て使わざるを得ない事態となっています。東京歯科保険医協会のアンケートでは 94％の医療機関

が医療材料の入手困難を経験しているとされ、「物価上昇だけで、診療報酬のプラス分が吹き飛ん

でしまう」と深刻な声が出されています。 

市場任せや個別対応にとどまらず、地域経済を支える中小企業を倒産・廃業から守り、医療、福

祉分野を支える対策が急務です。深刻な地域経済と暮らしへの支援と合わせて、以下の点を緊急に

要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



記 

 

１、地域経済を担う中小・零細事業者の支援のため、コロナ禍で実施した中小企業事業継続補助を

再度実施し、家賃やリース料、電気・ガス代などの固定費補助を行うこと。 

 

２、生活困窮者がためらいなくエアコン利用できるよう住民税非課税世帯・均等割りのみ世帯、児

童扶養手当受給世帯に２万円の給付金を実施すること。 

 

３、今回の事態を「危機」と位置付けて制度融資の要件緩和と既存の保証債務と切り離すなど、拡

充を行い、事業継続できるように支援を強めること 

①区内業者対象の実質無利子・信用保証料実質ゼロの融資を行うこと 

②中東情勢対応の新設のつなぎ融資については、本人負担の利率をゼロにすること 

 

４、 エネルギー価格高騰のもとで、中小企業の生産性向上・省エネ化のための設備更新への支援

拡充は有効な支援策であり、現在の内容(上限 50 万円・補助率 2/3)から品川区のように、上

限 80 万円・補助率８割とし、補助件数も品川区並みに引上げ、補助対象も厨房設備や調理機

器、昇降機、大型特殊車両、検査機器なども対象になることを明示して活用を広げること。 

 

５、国保、介護保険、後期高齢者医療制度の各保険料の支払い困難に直面する区民の相談を受け付

けることの周知を抜本的に強化し、相談者に寄添った対応とケースワークを行うとともに、支払

いの猶予や減免を行うこと 

 

６、最高裁により違法減額と判決を受けた生活保護・生活扶助基準の引下げの影響を受けた生活保

護利用者のうち、廃止世帯に対して追加給付の申請が可能であることを個別に周知すること。あ

わせて、高齢や障害のため申請に困難を持つ場合は、区が個別に支援して申請に繋げること。 

 

７、物価高騰、資材不足で困難に直面している医療機関、介護・障害福祉施設・事業所を支えるた

め、豊島区のように物価高騰支援だけでなく、経営安定化のための財政支援を新たに実施するこ

と。 

 

８、熊本地震の被災者の広域避難の受け入れのため防災住宅の空室提供や、区内の旅館・ホテルを

提供する等、区として確保すること。 

 

９、国に対し、コロナ禍に実施された「持続化給付金」「家賃支援給付金」のような支援策の実施

と、自治体が行う支援策への財政措置を求めること。 

 

10、国において、アメリカ及びイスラエルに対し国連憲章、国際法を守り、速やかに軍事攻撃を中

止し、外交による平和的解決に立ち戻る措置を講ずるよう強く要請すること。 

 

以上 

 

 


